
札幌市付加価値の高い観光コンテンツ事業補助金交付要綱 

令和６年７月４日 観光・ＭＩＣＥ担当局長決裁 

 

（通則） 

第１条 札幌市付加価値の高い観光コンテンツ事業補助金（以下「補助金」という。）の

交付については、札幌市の補助金等の事務取扱に関する規程（昭和 36 年訓令第 24 号）

によるほか、この要綱の定めるところによる。 

 

（目的） 

第２条 この要綱は、札幌ならではの観光資源を活用し、札幌市外からの観光客が行き

先として札幌を選ぶことが期待される付加価値の高い観光コンテンツ事業に関し、予

算の範囲内において、その経費の一部として補助金を交付するために必要な事項を定

めることを目的とする。 

 

（補助対象者） 

第３条 補助金を受けることのできる者は、観光関連事業者で、次の各号に定める要件

をすべて満たす者とする。 

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しないこ

と。 

⑵ 札幌市税の滞納がないこと。 

⑶ 会社更生法（平成 14 年 12 月 13 日法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年 12 月

22 日法律第 225 号）等に基づく再生又は更生手続きを行っている者でないこと。 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77 号）第３条

又は第４条の規定に基づき都道府県公安委員会が指定した暴力団等の構成員を、役

員、代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用している者ではない

こと。 

⑸ 補助事業の実施に関し、法令に違反していないこと。 

⑹ 重大又は悪質な法令違反をしていないこと。 

⑺ 今後、上記⑴～⑹に該当しなくなったときは、遅滞なく報告すること。 

 

（補助対象事業） 

第４条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、次の各号に

定める要件をすべて満たし、ツアー、体験等の観光コンテンツを造成・実施する事業

とする。 

⑴ 新規事業又は既存事業のレベルアップ事業であること。 

⑵ 札幌市の他の事業又は国や北海道など他の公共的団体による補助等を受けていな

いこと。 

⑶ 事業を実施する札幌市の会計年度の属する２月末日までに完了及び実施内容の報



 

告が可能なものであること。 

 ⑷ 札幌ならではの観光資源が活用され、観光客が行き先として札幌を選ぶことが期

待される付加価値の高い観光コンテンツであること。 

 ⑸ 札幌市外からの観光客を主なターゲットとした、札幌への誘客につながるプロモ

ーションが実施されるものであること。 

⑹ 観光消費額単価の増や観光閑散期の需要の底上げなどにより、札幌市に高い経済

効果をもたらすことが期待できるものであること。 

⑺ 事業計画や収支計画等が具体化されているものであること。 

⑻ 持続可能な観光に寄与する取組であること。 

⑼ 補助対象期間開始から３年以上の事業継続が前提となっているものであること。 

 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の各号に定め

るものとする。 

⑴ 観光資源を活用した観光コンテンツの造成・実施に係る経費（事業費の 50％以上

とする。） 

⑵ 備品の購入・設備の導入に係る経費（コンテンツに直接用いるものに限る。） 
⑶ 販路基盤整備・プロモーションに係る経費 

⑷ その他、本市が特に認める経費 

 

（消費税の扱い） 

第６条 消費税及び地方消費税は補助金の補助対象に含まれないが、次の各号に掲げる

事業者にあたっては、補助事業の遂行に支障をきたす恐れがあるため、消費税及び地

方消費税を補助対象経費に含めることができるものとする。 

 ⑴ 消費税法における納税義務者とならない者 

 ⑵ 免税事業者 

 ⑶ 簡易課税事業者 

 ⑷ 国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る。）、消費税法

別表第３に掲げる法人 

 ⑸ 国又は地方公共団体の一般会計に係る業務として事業を行う者 

 ⑹ 課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後

の返還を選択する者 

 

（補助金の交付額） 

第７条 補助金の交付額は、補助対象経費の２分の１以内とし、１事業につき 500 万円

を上限とする。ただし、補助金の交付額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数

を切り捨てるものとする。 

 



 

（補助対象期間） 

第８条 補助対象事業の実施期間は、補助金の交付決定を受けた日から補助対象事業を

実施する札幌市の会計年度の属する２月末日までとする。 

 

（補助金の交付申請） 

第９条 補助金の交付を受けようとする者は、次の各号に定める関係書類を市長に申請

するものとする。 

⑴ 補助金交付申請書（様式１） 

⑵ 事業計画書（様式２） 

⑶ 収支予算書（様式３） 

⑷ 申請者の現在事項全部証明書又は定款、会則、役員名簿及び組合員名簿等組織構

成のわかるもの 

⑸ 申請者の直近の市税の納税証明書 

⑹ その他、市長が必要と認めるもの 

 

（補助金の交付決定） 

第 10 条 市長は、前条の規定により申請があった場合には、速やかに別に定める審査委

員会に付議し、その意見を聞いたうえで補助金の交付決定の可否を決定するものとす

る。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付について決定したときは、補助金交付決定

通知書（様式４）により、申請者に通知するものとする。 

３ 補助金の交付決定時に付する条件は、次の各号に掲げるとおりとする。 

⑴ 補助金の交付決定後、事業の内容又は補助対象経費の内容等に変更があるときは、

あらかじめ報告し、その指示に従うこと。 

⑵ 補助事業を予定の期間内に完了することができないと見込まれるとき又は補助事

業の遂行が困難になったときは、速やかに市長に報告し、その指示に従うこと。 

⑶ 補助金を他の用途に使用してはならないこと。 

⑷ 事業終了後、事業が完了した日から 30 日を経過した日又は事業を実施する札幌市

の会計年度の属する２月末日までに事業完了報告書（様式７）を提出すること。 

４ 市長は、前項の各号のほか、必要に応じて条件を追加することができる。 

 

（補助事業内容の変更等の承認） 

第 11 条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）

は、次の各号に定める場合を除き、補助事業の内容の変更又は事業の中止をしようと

するときは、速やかに事業内容変更等申請書（様式５）を市長に提出し、その承認を

受けなければならない。 

⑴ 補助目的に変更をもたらすものではなく、より能率的な補助目的達成に資するも

のと考えられる場合 



 

⑵ 補助目的及び事業能率に関係がない事業計画の細部の変更である場合 

２ 市長は、前項の規定により提出された事業内容変更等申請書を審査し、当該事業内

容の変更等について、やむを得ない理由があると認められるときはこれを承認し、事

業内容変更等承認通知書（様式６）により、補助事業者に通知するものとする。 

 

（実績報告） 

第 12 条 補助事業者は、事業が完了した日から 30 日を経過した日又は事業を実施する

札幌市の会計年度の属する２月末日までに、次の各号に定める関係書類を市長に提出

するものとする。 

⑴ 事業完了報告書（様式７） 

⑵ 事業実績報告書（様式８） 

⑶ 収支決算書（様式９） 

⑷ 補助金の振込先口座情報（金融機関、支店名、預金種目、口座番号、口座名義）が

わかる書類（通帳写し等） 

⑸ その他、市長が必要と認めるもの 

２ 補助事業者は、補助金の交付を受けた日の属する年度の４月１日から起算して３年

間、各年度の３月 31 日までに、事業実績報告書（様式８）により市長に報告すること。

ただし、やむを得ない事情が生じた時は、別途市長と協議すること。 

 

（補助金額の確定） 

第 13 条 市長は、前条の規定により事業完了報告書を受けた場合においては、報告書等

の書類審査及び現地調査等により、その報告に係る補助事業の成果が、補助金の交付

決定の内容及びこれに付した条件に適合するものと認められるときは、交付すべき補

助金の額を確定し、補助金確定通知書（様式 10）により、補助事業者に通知するもの

とする。 

 

（補助金の交付） 

第 14 条 補助金は、原則として精算払いとする。ただし、事業の性質上その事業の終了

前に交付することが必要と認められるときは、第 10 条の交付決定後、補助事業者から

の申出により、一括又は分割して事前に概算額を交付することができる。 

２ 補助事業者は、前項ただし書きの規定により概算で補助金の交付を受けたときは、

前条の規定による通知を受けた後、札幌市会計規則（昭和 39 年規則第 18 号）の定め

るところにより、その精算をしなければならない。 

３ 市長は、補助金の交付目的を達成するために必要な場合は、条件を付して補助金の

交付を行うことができるものとする。 

 

（補助金の交付決定の取消） 

第 15 条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する行為をした場合等には、



 

補助金交付決定の全部又は一部を取り消し、既に交付した補助金の全部又は一部を返

還させることができる。 

⑴ 法令若しくはこの要綱に基づく市長の処分若しくは指示に違反した場合 

⑵ 前条第１項ただし書きの規定により概算で交付を受けた補助金を、補助対象事業

以外の用途に使用した場合 

⑶ 補助金申請又は補助事業において、不正、虚偽、その他不適正な行いがあった場 

 合 

⑷ 補助金の交付決定後に、補助事業と同様の事業において、札幌市の他の事業又は

国や北海道など他の公共的団体による補助等による財政的支援を受けた場合 

⑸ その他、市長が補助金の交付について不適当と認める場合 

２ 市長は、前項の規定による取消をした場合において、すでに当該取消に係る部分に

対する補助金を交付しているときは、期限を付して、当該補助金の全部又は一部の返

還を命ずることができる。 

３ 市長は、前項の返還を命ずる場合には、その命令に係る補助金の受領の日から納付

までの日数に応じて、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和 30 年法

律第 179 号）における加算金及び延滞金についての規定に準じた年利で計算した加算

金の納付を併せて命ずるものとする。 

 

（補助金の減額） 

第 16 条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合には、補助金交付決

定額の全部又は一部を減額し、既に交付した補助金の全部又は一部を返還させること

ができる。 

 ⑴ 補助事業者が、事業期間内に補助対象となった観光コンテンツの造成・販売等に

要した総費用（補助対象として申請しなかった経費や補助対象外経費等を含む。）

に対して、当該補助対象となった観光コンテンツが直接的に生み出した売上（当該

コンテンツに付属する売上は含まない。他の取組と併せて実施した場合は当該補助

対象となった当該コンテンツの寄与分に限る。）が上回った場合。ただし、上回った

利益分について、事業者と調整後に補助額から500万円を上限として減額すること

とする。 

 ⑵ その他、市長が補助金の減額を適当と認める場合 

 

（実施状況の調査等） 

第 17 条 市長は、補助事業者に対して必要な報告を求め、又は必要な調査を行うことが

できる。  

２ 市長は、事業の実施状況の調査、その実施状況に関する報告の聴取又は必要に応じ

て行う助言、指導等により補助金の執行が適正かつ効果的に行われるよう配慮しなけ

ればならない。 

３ 市長は、前項の調査及び報告により補助金の執行が交付決定の内容又はこれに付す



 

条件に従って執行されていないと認めるときは、やむを得ない事情がある場合を除き、

申請者に対し、補助金が適正に執行されるよう指示しなければならない。 

４ 市長は、申請者が前項の指示に従わないときは、交付決定の通知に基づき、補助の

取消又はその決定額の減額の措置をとらなければならない。この場合、その理由等を

明らかにして申請者に通知するものとする。 

 

（財産の管理及び処分の制限） 

第 18 条 補助事業者は、取得価格又は効用の増加額が 50 万円以上の財産で補助事業に

より取得又は効用が増加したもの（以下「取得財産等」という。）について、備品台帳

（様式 11）を設け、保管状況を明らかにしておかなければならない。また、台帳は補

助事業の完了日の属する札幌市の会計年度の終了後５年間保存しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項の取得財産等については、補助事業の完了の年の翌年から起算

して５年以内、又は「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和 40 年大蔵省令

第 15 号）で定める耐用年数を経過することになるまでの期間のいずれか早い日までに

おいて、補助金の目的に反して他の用途に使用し、他の物に貸し付け若しくは譲り渡

し、他の物件と交換し若しくは債務の担保に供しようとする（以下「取得財産等の処

分」という。）ときは、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により、補助事業者が取得財産等の処分をすることにより収入

があるときは、その収入の全部又は一部を納付させることができるものとする。 

 

（書類の整備） 

第 19 条 補助金の交付を受けた企業等は、補助対象事業に係る収入及び支出を明らかに

した帳簿を整備し、支払いを証する書類を添付した上で、補助金の交付を受けた日の

属する年度の翌年度４月１日から起算して５年間保管しなければならない。 

２ 補助事業者は、補助事業実施期間及び前項に定める期間において、市長から要請を

受けたときは、補助金に係る書類の全部又は一部の写しを速やかに提出しなければな

らない。 

 

（書類の検査） 

第 20 条 市長は、補助金の適正な執行を確保するために必要と認めたときは、補助金に

係る帳簿等の関係書類を検査することができるものとする。 

 

（成果の発表等） 

第 21 条 補助事業者は、市長が補助金による事業の成果を求めたときは、これにより協

力するものとする。 

 

（委任） 

第 22 条 この要綱に定めのない事項は、観光・ＭＩＣＥ担当局長が別に定める。 



 

 

附 則 

この要綱は令和６年７月４日から施行する。 

  附 則 

この要綱は令和７年５月２日から施行する。 


